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ル調査（Keio Household Panel Survey。以下、KHPS）」と「働き方とライフス

































出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構 （2018） 「データブック国際労働比較 2018」、
日本貿易振興機構 （2018）「欧州各国の雇用制度一覧」、OECD Data (2018) 「Hours 
worked」より筆者作成。 
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Sokejima and Kagamimori (1998)と Liu et al. (2002)は長時間労働と急性心筋
梗塞との関連をそれぞれ症例対象研究のアプローチを用いて検証した。










                                            
5 Sokejima S, Kagamimori S (1998) “Working Hours as a Risk Factor for 
Acute Myocardial Infarction in Japan: Case-control Study” BMJ,317,775-
780 
6 Liu Y. Tanaka H, The Fukuoka Heart Study Group (2002) “Overtime 
Work, Insufficient Sleep, and Risk of Non-fatal Acute Myocardial Infarction 










 まず、Hamermesh and Trejo (2000)は労働需要モデル（Labor-Demand Model）
を唱え、割増賃金率の上昇が労働者に時間外労働をさせるコストを引き上げる
ため、労働時間が短縮されると主張した。この研究では 1980年のカリフォルニ













                                            
7 小野浩 (2016) 「日本の労働時間はなぜ減らないのか？―長時間労働の社会学
的考察」『日本労働経済雑誌』2016年 12月号 p15-27 
なお、小野 (2016)では長時間労働の是正の為の社会学的な施策として、1: 生
産性を高めることを優先させ無駄を徹底的に排除する事、2:成果主義の本格的
な導入と稼働、 3: 仕事内容の明瞭化と分業体制の確立、4: 組織のトップダウ
ンアプローチによる改革、5: 積極的に休憩を取ることの意義を理解する事、を
述べた。  
8 Hamermesh,D.S and Trejo. (2000) “The Demand for Hours of Labor: 
Direct Evidence from California,” Review of Economics and 
Statistics,82(1):38-36 
9 Trejo, S.J. (2003) “Does the Statutory Overtime Premium Discourage Long 
























行う。また、法改正は 2010 年 4 月 1 日に行われていたが、改正の公布は 2008





                                            
10 Asai,Y (2014) “Overtime Premium and Working Hours: An Evaluation of 
the Labour Standards Act Reform in Japan” Panel Survey Discussion Paper 
Series, Institute of Social Science, University of Tokyo, No76 







應義塾家計パネル調査（Keio Household Panel Survey。以下、KHPS）」、「東大









 KHPS は慶應義塾パネルデータ設計・解析センターが 2004 年から実施して
いる社会全体を対象とした社会調査である。サンプルは層化 2 段無作為抽出法
により 20 歳から 69 歳の男女が抽出されており13、調査開始時のサンプルサイ
ズは 4000人、2007 年に脱落分を補うため 1400人のサンプルを追加している。
調査項目は主に就業、消費、所得、住宅に焦点を当てており、毎年 1月 31日に
調査が行われる。 
 本研究ではこの KHPS から 60 歳未満の正規雇用労働者を分析の対象とする
















 一方、JLPS-Y と JLPS-M は東京大学社会科学研究所が 2007 年 1 月から行
っている「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査」である。JLPS-Y
は 2006年 12月末時点で 20歳から 34歳の若年層を、JLPS-Mは 35歳から 40
歳の壮年層を対象としており、サンプルの抽出は KHPSと同じく層化 2段無作
為抽出法によって行われている。その結果、ユニット数は 2007 年時点で 3367





















𝑌𝑖𝑡 = 𝛽1 + 𝛽2𝑇𝑖𝑡 + 𝛽3𝐴𝑖𝑡 + 𝛽4(𝑇𝑖𝑡 ∗ 𝐴𝑖𝑡) + 𝜀𝑖𝑡 

































処置群(T=1) β 1+β 2+β 3+β 4 β 1+β 2 β 3+β 4
コントロール群（T＝0） β 1+β 3 β 1 β 3
処置群ーコントロール群 β 2+β 4 β 2 β 4
 図 3：本研究における各種検証の概要図 
 
 
まず、検証 Aでは分析の期間を 2009年から 2011年とし、法改正が適用され
る大企業勤務者の労働時間が法改正の後にどのように変化したのかを検証する。
次に検証 B では、分析の期間を 2008 年から 2009 年とし、2008 年の公布の前
後に労働時間が変化したか否かを検証する。この検証によって企業が 2010年の
施行に先駆けて労働時間を調整していたのかを把握できる。更に、交差項に有意
な効果が見られなかった場合、2008 年から 2009 年までの間に処置群と対照群
との間には有意な労働時間の変化の差が無かったことが示されるため、DID 分
析の前提である平行トレンドの存在を確認することが出来る。最後に検証 C で





i. 𝐻𝑖𝑡 = 𝛽1 + 𝛽2𝑌𝑖𝑡 + 𝛽3𝐴𝑖𝑡 + 𝛽4(𝑌𝑖𝑡 ∗ 𝐴𝑖𝑡) + 𝑋𝑖𝑡 + 𝛼𝑖 + 𝜀𝑖𝑡 
ただし𝛼𝑖は個人𝑖に固有の定数 







ii. 𝐻𝑖𝑡 = 𝛽1 + 𝛽2𝑌𝑖𝑡 + 𝛽3𝐴𝑖𝑡 + 𝛽4(𝑌𝑖𝑡 ∗ 𝐴𝑖𝑡) + 𝑋𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 
ただし𝛼𝑖は𝐸(𝛼𝑖) = 0, 𝐸(𝛼𝑖
2) = 𝜎𝛼
2, 𝐸(𝛼𝑖𝜖𝑖𝑡) = 0を満たす確率変数 








る。Y は検証ごとに意味が異なり、検証 A では改正後ダミー（2011 年＝1、そ
れ以外の年=0）、検証 B ではアナウンス後ダミー（2009 年＝1、それ以外の年























人事院 (2009) 「平成 21年 8月人事院勧告 別紙第一 職員の給与等に関す
る報告」＜http://www.jinji.go.jp/kankoku/h21/pdf/21houkokukyuuyo.pdf＞
























































変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値
週平均労働時間 46.646 12.923 5 140
改正適用ダミー 0.712 0.453 0 1
年齢 43.288 8.015 24 59
男性ダミー 0.779 0.415 0 1
有配偶者ダミー 0.824 0.381 0 1
同居人数 3.688 1.363 1 8
有労働組合ダミー 0.602 0.490 0 1
事務職ダミー 0.237 0.426 0 1
販売サービス職ダミー 0.158 0.365 0 1
管理的職種ダミー 0.082 0.275 0 1
運輸通信従事者ダミー 0.077 0.267 0 1
その他の職種ダミー 0.437 0.496 0 1
製造業ダミー 0.290 0.454 0 1
建設業ダミー 0.009 0.094 0 1
卸売小売飲食宿泊業ダミー 0.118 0.322 0 1
金融保険業ダミー 0.061 0.240 0 1
医療福祉業ダミー 0.112 0.316 0 1
教育学習支援ダミー 0.012 0.111 0 1
運輸業 0.080 0.271 0 1
その他の産業ダミー 0.316 0.465 0 1
大学大学院卒ダミー 0.412 0.492 0 1
短大高専卒ダミー 0.119 0.324 0 1
高卒ダミー 0.425 0.495 0 1
中卒ダミー 0.000 0.000 0 0
その他の学歴ダミー 0.044 0.206 0 1
観察数 1130
ユニット数 226




値でみると KHPSでは約 43歳である一方、JLPSでは約 33歳であり、約 10歳
もの差がある。この差は、KHPS の調査対象が調査開始時点で 20歳から 69 歳










変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値
月労働時間 201.323 44.757 16 560
改正適用ダミー 0.678 0.467 0 1
年齢 33.842 5.268 21 45
男性ダミー 0.640 0.480 0 1
有配偶者ダミー 0.428 0.495 0 1
同居人数 3.984 7.958 1 99
事務職ダミー 0.304 0.460 0 1
販売サービス職ダミー 0.132 0.339 0 1
管理的職種ダミー 0.001 0.028 0 1
運輸通信従事者ダミー 0.057 0.232 0 1
その他の職種ダミー 0.506 0.500 0 1
製造業ダミー 0.196 0.397 0 1
建設業ダミー 0.010 0.099 0 1
卸売小売飲食宿泊業ダミー 0.037 0.189 0 1
金融保険業ダミー 0.021 0.143 0 1
医療福祉業ダミー 0.063 0.243 0 1
教育学習支援ダミー 0.026 0.159 0 1
運輸業 0.022 0.146 0 1
その他の産業ダミー 0.415 0.493 0 1
大学大学院卒ダミー 0.464 0.499 0 1
短大高専卒ダミー 0.034 0.180 0 1
高卒ダミー 0.261 0.439 0 1
中卒ダミー 0.004 0.063 0 1
その他の学歴ダミー 0.162 0.369 0 1
観察数 2530
ユニット数 506














合に増加する。そのため、月に 4週、1週に 5日働き、所定内労働時間が 1日 8



















図 5－1 KHPS 傾向スコアマッチング後の変数の分布（2007年基準） 
 
出所：KHPS2007-2011より筆者作成 















 本節では上記にて述べた 3 種類の検証をデータセット毎に行った結果を解説
する。 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 まず、検証 Aにおける各推定結果を概観する。検証 Aにおいていずれの推定
式においても交差項の係数β4は有意な負の値を取った。このため、KHPSにお
いては法改正によって改正が適用された大企業勤務者の週労働時間は、推定式








な値を取らなかった。この結果から、2007 年と 2008 年の間に処置群の週労働
時間は対照群と比べて有意な変化を起こさなかったことが確認され、よって
2007年と 2008年の間の平行トレンドが確認された。 






























た分、正規雇用者の労働時間が 2008年と 2009 年の間に変化していたとはこの
図からは読み取ることが出来ない。しかしながら、本研究ではデータの制約上、
これらの効果が存在している可能性を指摘するに留める。 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  上図の示すように、JLPS では検証 A,B,C の内、どの推定式においても交
差項は有意な値とならなかった。以下にこの結果の解釈を試みる。 













 法改正の前後（2010 年～2011 年）に着目すると、50 代の週平均労働時間
は減少している一方で、30 代、40 代の労働時間は高止まりし、20 代ではわず
かに上昇していることが見て取れる。そのため、50代の労働時間が減少した分、


















り除くために、本研究では検証 A において 2009 年の年次ダミーをコントロー
ル変数に加え、マクロレベルでの労働時間の変化の統制を試みた。しかしながら、
検証 Bと Cでは分析の期間が 2年間であるため、年次ダミーを設定することが

































































まず、1 を実現させるための制度として、2018 年 7 月 6 日に公布された「働
き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律23」が挙げられる。同法
















                                            
23 厚生労働省（2018）「働き方改革の実現に向けて」、＜
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322.html＞2018
年 12月 28日アクセス 
24 施行は 2019年 4月 1日。中小企業における施行は 2020年 4月 1日。 
25厚生労働省（2018）「労働施策基本方針」、  
＜https://www.mhlw.go.jp/content/11602000/000465363.pdf＞ 

































 以下に第 3章で行った分析結果を検証ごとに記載する。 
 
 
図 9a 推定結果（KHPS,検証 A） 
 
改正適用ダミー 7.538** 3.807** 9.328***
(2.90) (2.40) (5.49)
改正後ダミー 1.254 1.949 4.959***
(0.56) (1.14) (4.32)




















































定数項 34.630 42.45*** 39.61***
(0.77) (8.52) (34.10)
観察数 678 678 978
R-squared
within 0.053 0.043 0.055
between 0.007 0.107 0.000













図 9b 推定結果（KHPS,検証 B） 
 




アナウンス後ダミー -4.914** -5.632*** -5.919***
(-2.35) (-2.93) (-4.66)
















































定数項 52.99*** 44.74*** 41.27***
(9.04) (8.71) (23.83)
観察数 452 452 652
R-squared
within 0.092 0.058 0.095
between 0.000 0.086 0.001













図 9c 推定結果（KHPS,検証 C） 
 






2008年ダミー 0.794 0.858 -0.606
(0.37) (0.52) (-0.61)














































定数項 42.01*** 43.02*** 48.69***
(6.21) (9.36) (43.71)
観察数 452 452 652
R-squared
within 0.096 0.013 0.011
between 0.000 0.154 0.009













図 10a 推定結果（JLPS,検証 A） 
 
 
改正適用ダミー 0.0809 -3.467 0.401
(0.02) (-1.26) (0.15)
改正後ダミー -2.134 0.728 5.456***
(-0.43) (0.25) (3.33)


















































定数項 74.29 202.9*** 195.6***
(0.75) (15.14) (113.88)
観察数 1518 1518 2166
R-squared
within 0.024 0.010 0.013
between 0.006 0.175 0.008













図 10b 推定結果（JLPS,検証 B） 
 
 




アナウンス後ダミー -14.24*** -13.04*** -8.362***
(-4.52) (-3.75) (-5.24)














































定数項 204.3*** 210.6*** 200.0***
(30.62) (15.01) (115.12)
観察数 1012 1012 1444
R-squared
within 0.078 0.055 0.066
between 0.002 0.147 0.003























2008年ダミー -0.219 0.264 -4.048**
(-0.05) (0.06) (-2.09)












































定数項 207.3*** 201.1*** 211.5***
(22.38) (17.36) (102.59)
観察数 1012 1012 1444
R-squared
within 0.025 0.007 0.009
between 0.002 0.173 0.002
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